
あ行 あ行
説明

愛知県ごみ処理広域計画

国が1997年 1 月に「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガ
イドライン」を策定したことを受け、ごみ焼却施設から排出されるダ
イオキシン類の削減対策を最優先で行う必要があるとの認識のも
とに愛知県で1998年度から策定されている計画。

赤ちゃん訪問
生後4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報
提供や母子の心身の状況や養育環境などを把握し、支援が必要
な家庭に対して適切なサービスの提供につなげる事業。

アダプトプログラム

道路、公園、街路樹などの一部区間を自治体の「里子」に、地域の
ボランティア団体等を「里親」に例え養子縁組契約を結び、清掃美
化活動を行ってもらう代わりに、自治体がそれらの活動を支援する
制度。

一戸一灯運動
地域や家の防犯のために、門灯や玄関灯を朝まで点灯したり、道
路に面した部屋の灯りを遅くまで点灯する運動。

一億総活躍社会
少子高齢化に歯止めをかけ、50年後も人口1億人を維持し、家庭・
職場・地域で誰もが活躍できる社会を目指すという第3次安倍晋三
改造内閣の目玉プラン。

イノベーション 全く新しい製品やサービスを生み出すこと。技術革新。

インクルーシブ教育システム

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能
力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参
加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のな
い者が共に学ぶ仕組み。

インターネットモニター
効率的な行政運営をめざし、市政に関するアンケートにインター
ネットを利用して答えていただく制度。応募資格は、市政に関心の
ある市内在住・在勤・在学の18歳以上の方。

え エコモビリティライフ

環境（エコロジー）の「エコ」、移動の「モビリティ」、生活の「ライフ」
をつなげたことばで、クルマ（自家用車）と電車・バス等の公共交
通、自転車、徒歩などをかしこく使い分けて、環境にやさしい交通
手段を利用するライフスタイルのこと。

お 温室効果ガス
地球をくるむ毛布のように太陽からの熱を閉じ込めて保温する働
きのある二酸化炭素やメタンなどの気体。

用語

あ

い

1



か行 か行
説明

カード事業協同組合
北名古屋市においては、登録店舗で買い物をすることで、ポイント
が買い物券に交換出来たり、抽選により商品が当たるポイント
カード事業を行う組合。

街区公園
主に街区内に居住している人が利用することを目的とする公園
で、面積0.25ha（2,500㎡、50m四方）を標準として配置。

回想法

昔懐かしい生活道具などを用いて、かつて自分が体験したことを
語り合ったり、過去のことに思いをめぐらしたりすることにより、脳
を活性化させ、いきいきとした自分を取り戻そうとする非薬物療
法。

ガイドライン 指針・指導目標。

かかりつけ医
住む地域の病院などで、日常的に体調管理や病気の診断などを
行う医師。

感染症
寄生虫、細菌、真菌などの病原性微生物やウイルス等の病原体
が体の中に侵入し感染して増殖し発病する病気の総称。

幹線道路
都市の主要な骨格を形成する道路で、地域間相互の交通を担う
重要な道路。

既存ストック
これまでに整備された基盤施設や公共施設、建築物等などの都
市施設のこと。

基盤整備 物事を成立させるための土台を整備すること。

キャリア教育
一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や
態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育。

救急医療
休日・夜間に外傷を負った人や急病になった人、救急車で搬送さ
れる傷病者に対する医療。

狭隘道路 幅員4m未満の道路で一般の交通の用に供される道路。

教育委員会基本方針
北名古屋市教育委員会が示す、「学校教育課」「生涯学習課」「ス
ポーツ課」それぞれの基本方針と重点目標。

教育大綱
市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策につい
て、その目標や施策の根本となる方針を定めるもの。

用語
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か行 か行
説明用語

協働 同じ目的のために、対等の立場で協力して共に働くこと。

協働カフェ
北名古屋市で行われている、市民がまちづくりについて気軽に話
し合う場。

供用開始区域 下水道へ接続することのできる区域。

く グローバル化
政治・経済、文化など、様々な側面において、従来の国家・地域の
垣根を越え、地球規模で資本や情報のやり取りが行われること。

ケアシステム
施設・住宅を通じた地域における包括的・継続的な介護を実施す
るため、医療機関を含めた関係機関との連携体制。

ゲートキーパー
自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に
気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を
図ることができる人。

健康寿命 人生の中で、元気で活動的に暮らすことができる期間。

けんこうプラン２１
2006年6月に、市民の健康寿命の延伸を目指す健康づくり、運動
の総合的な指針として策定された計画。

検証改善サイクル
全国学力・学習状況調査の結果等を活用・分析し、教育委員会や
学校における効果的な取組や課題を明らかにし、改善につなげる
こと。

広域行政
従来の市町村の行政区域を越えて、より広い区域を単位とする地
方行政。

後期高齢者医療
75歳以上の後期高齢者等を被保険者とする独立した医療保険制
度。

公共用水域
河川、その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共
溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路。

口腔機能 食べる、話す、感情表現、呼吸するなどの機能。

交通安全思想
幼児から成人に至るまで、段階的かつ体系的に交通安全教育を
行うとともに、高齢社会が進展する中で、社会に参加する高齢者
の交通安全を確保すること。
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か行 か行
説明用語

コーディネート
（コーディネーター）

いろいろな要素を統合したり調整したりして、一つにまとめ上げる
こと（人）。

国土強靭化基本計画
国土強靱化基本法第10条に基づく計画で、国土強靱化に係る国
の他の計画等の指針となるもの。

国立社会保障・人口問題研
究所

厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所との統合に
よって誕生した。厚生労働省に所属する国立の研究機関であり、
人口や世帯の動向をとらえるとともに、内外の社会保障政策や制
度についての研究を行っている。

子育てコンシェルジュ

就学前児童の預け先に関する情報の提供や保護者の相談に応
じ、保育園・幼稚園・小規模保育所・認可外保育所のほか、保育園
一時保育・幼稚園一時預かり事業等についての情報を提供するこ
と。

子育て支援員
子育て家庭の保護者に対して、子育てに対する悩みなどの相談に
乗ったり、地域において子育てを支援したりする補助者。

子育て支援センター
家庭にいる就学前児童とその保護者が、自由に遊んだり、育児相
談等ができるところ。

コミュニティ
居住地域を同じくし、利害をともにする共同社会。生産・自治・風
俗・習慣などで深い結びつきをもつ共同体。地域社会。

コミュニティスクール
学校と保護者や地域住民がともに知恵を出し合い、学校運営に意
見を反映させることで、一緒に協働しながら子供たちの豊かな成
長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める仕組み。

こ
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さ行 さ行
説明

再生可能エネルギー
石油や石炭、天然ガスといった有限な資源である化石エネルギー
とは違い、太陽光や風力、地熱といった地球資源の一部など自然
界に常に存在するエネルギー。

サイバー攻撃
インターネットの通信機能を悪用して、情報技術関連のインフラを
破壊し、テロに匹敵する甚大な被害を社会にもたらす犯罪行為。

ジェトロ
日本貿易振興機構。海外の市場調査、国際見本市の開催、輸入
促進への協力などを行っている。

ジェネリック医薬品
新薬（先発医薬品）の特許が切れた後に製造・販売される、新薬と
同一の有効成分を同一量含み、効き目が同等な薬。

市街化区域
都市計画法に基づき決定された区域で、すでに市街地を形成して
いる区域及びおおむね10 年以内に優先的、計画的に市街化を行
うべき区域。

市街化調整区域
都市の健全な発展と計画的な街づくりを図るため、市街化を抑制
する区域として定められるもの。開発行為は一定のものを除いて
許可されない。

歯科保健 むし歯や歯周病など歯や口腔に関する分野。

事業系一般廃棄物
事業活動に伴って発生した産業廃棄物以外のもので、一般的に
は紙や木、繊維製のごみ、生ごみなどを指す。

自主防災会
町内などにおいて自然災害に対する訓練などを自主的に行う組
織。

思春期
子どもから大人へかわっていく時期、8～ 9歳頃から17～19歳頃ま
での期間のこと。

思春期保健
子どもから大人への過渡期である「思春期」は精神的・身体的に
成長・発育していく重要な時期で、成長ゆえの悩みに対する身体と
心の成長をサポートすること。

指定管理者（制度）
地方公共団体やその外郭団体に限定していた公共施設の管理・
運営を、株式会社を始めとした民間法人などに任せることを認め
る制度。

シティプロモーション
地域再生、観光振興、住民協働やそこに住む地域住民の愛着の
形成など、地域の売り込みや自治体の知名度の向上などをめざ
す取組。

児童クラブ
保護者が労働等により昼間家庭にいない市立小学校に在籍する
児童に対し、授業の終了後から保護者が迎えに来るまでの間、適
切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全な育成を図るところ。

用語
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さ行 さ行
説明用語

児童センター
小地域の児童を対象とした現児童館の機能に加えて、児童の体
力増進に関する指導機能を併せ持つ児童館。

就労継続支援事業所
障害者に就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動
の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要
な訓練を行う事業所。

主観的健康感 現在の自分自身の健康状態を、自分自身が自己評価したもの。

首都圏
東京及び東京と密接な関連を持つ周辺地域。1956年制定の首都
圏整備法では、東京・神奈川・埼玉・千葉・茨城・栃木・群馬・山梨
の一都七県。

循環型社会
限りある資源を効率よく利用し、排出された廃棄物を単に処理する
社会から廃棄物の発生を極力抑え、発生した廃棄物は環境に負
担を与えないよう再利用、再資源化する社会。

障害者差別解消法

全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互
に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障
害を理由とする差別の解消を推進することを目的として、2013年6
月に制定された法律。

障害者就労・生活支援セン
ター

職業生活における自立を図るために継続的な支援を必要とする障
害者の教育等の関係機関との連携の拠点となって、併設施設で
の基礎訓練の実施や事業主等による職業準備訓練のあっせんな
どの就業支援及び就業に伴う生活に関する指導・助言などの生活
支援を実施する公益法人、社会福祉法人等。

障害者優先調達推進法

国、地方公共団体、独立行政法人が障害者のかかわる製品や
サービスを優先的に購入するように義務づけた法律。正式名称は
「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に
関する法律」（平成24年法律第50号）で、2013年4月に施行。

少子高齢社会
15歳以下の年少人口の割合が低く、65歳以上の老年人口の割合
が高い社会。

常備消防
市町村に設置された消防本部及び消防署のことであり、専任の職
員が勤務している。

食育
生涯を通じた健全な食生活の実現、食文化の継承、健康の確保
等が図れるよう自らの食について考える習慣や食に関する様々な
知識や学習等の取組。

シルバー人材センター
高齢者が働くことを通じて生きがいを得ると共に、地域社会の活性
化に貢献する組織。

新川流域水害対策計画
新川流域の総合的な浸水被害対策を推進するため、河川管理
者、下水道管理者、県知事及び市町の首長が共同して策定する
計画。

し
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さ行 さ行
説明用語

新市建設計画
合併に際し、合併協議会が作成した合併後の新市の将来的ビジョ
ン（基本方針）を示したもの。新市のまちづくり計画のマスタープラ
ン（基本計画）。

親水空間
河川や海岸における水辺などで、人々が水辺で遊んだり河川沿い
を散策するなど、水に親しむ機能を持った場所のこと。

親水公園 河川などの地形を利用して、水と親しめるように作られた公園。

スキーム 枠組みを伴った計画のこと。

スクールカウンセラー
いじめや不登校などの心の悩みに専門的立場から助言・援助を行
うために小中学校に配置された、臨床心理士などカウンセリング
の専門家。

スクールソーシャルワーカー
子どもの家庭環境による問題に対処するため、児童相談所と連携
したり、教員を支援したりする福祉の専門家。

スポーツ基本法
スポーツに関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の
責務並びにスポーツ団体の努力等を明らかにするとともに、ス
ポーツに関する施策の基本となる事項を定めた法律。

スポーツ推進委員

市のスポーツ推進のため、教育委員会規則（特定地方公共団体
にあっては、地方公共団体の規則）の定めるところにより、スポー
ツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに住民に対す
るスポーツの実技の指導その他スポーツに関する指導及び助言
を行う非常勤職員。

スポーツ地域委員
地域におけるスポーツ活動の推進を図るため、教育委員会、ス
ポーツ推進委員会、地域関係機関と随時連絡調整をとり、地域ス
ポーツ活動を推進する委員。

スモールビジネス 少人数、小資本ながら質の高いサービスを提供するビジネス。

生活習慣病
特に食生活、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの習慣が、発病や
病気の進行に深く関与している病気。脳卒中、がん、心臓病、糖尿
病、高血圧、高脂血症などがある。

生活道路
住宅地の中の道路や通学路など日常生活上で利用する身近な道
路。

生産年齢人口 生産活動の中心となる15歳以上65歳未満の人口。

す
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さ行 さ行
説明用語

生産緑地地区

市街化区域内にある農地で、公害や災害の防止、農林漁業と調
和した都市環境の保全等良好な生活環境の形成に役立つ農地を
計画的に保全するために、農業の継続が可能と認められる一定
の条件を満たした地区。

成熟社会
経済成長が終息に向かう中で精神的豊かさや生活の質の向上を
重視する平和で自由な社会。

性的少数者
レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュ
アル（両性愛者）、トランスジェンダー（生まれたときの性別にとら
われずに生きたい人）など。

成年後見制度

認知症や知的障害・精神障害などの理由で判断能力の不十分な
方々が不動産や預貯金などの財産を管理したり遺産分割の協議
をしたりする必要があっても、自分でこれらのことをするのが難し
い場合に保護し支援する制度。

セーフティネット
個人や企業に経済的なリスクが発生したとき、最悪の事態から保
護する仕組み。

接種率 予防接種を受けた人数を対象者総数で割った率。

接続率 下水道整備地域人口のうち下水道を使用している人口の割合。

早期療育指導
乳幼児期から発達の遅れがみられるお子さんに対し、伸びようと
する発達過程を援助するかかわり。

総合窓口
住民の利便性向上のため、住民が関連する複数の手続きを一箇
所で集中して行うことができる窓口。

相互扶助の精神 社会や組織において互いに助け合う考え方。

そ
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た行 た行
説明

第１次救急医療 軽症患者（帰宅可能患者）に対する救急医療。

第１次産業
産業の大分類を 3 部門に集約したもののうち、農業、林業、漁業
などの産業部門。

待機児童
保育所への入所申請がなされており入所条件を満たしているにも
かかわらず、保育所に入所できない状態にある児童。

第３次救急医療
第 2 次救急医療まででは対応できない重篤な疾患に対する救急
医療。

第３次産業

産業の大分類を 3 部門に集約したもののうち、第 1 次産業、第 2
次産業以外の産業で、電気・ガス・水道業、通信業、運輸業、卸
売・小売業、金融・保険業、不動産業、飲食業、サービス業などの
産業部門。

耐震シェルター設置費補助
制度

無料の耐震診断等を受けた方のうち、危険と判定された住宅に対
して耐震シェルターを設置する場合、その整備費の一部を補助す
る制度。

第２次救急医療 手術や入院を必要とする重傷者に対する救急医療。

第２次産業
産業の大分類を 3 部門に集約したもののうち、鉱業、建設業、製
造業などの産業部門。

多文化共生
国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的な違いを認め合
い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に
生きていくこと。

男女共同参画プラン
すべての人が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、
性別にかかわりなく、個性と能力を発揮することによる、多様性に
富んだ活力ある社会を実現するためのプラン。

地域コミュニティ
住み良い地域社会を築くことを目的として、地域住民が参加し地
域のまちづくりを実践する集まり。

地域職業相談室
公共職業安定所が設置されていない市町村において、職業相談・
職業紹介等を行っているところ。

地域福祉

社会福祉サービスを必要とする個人、家族の自立を地域社会の
場において図ることを目的とし、それを可能とする地域社会の統合
化及び生活基盤形成に必要な生活・居住条件整備のための環境
改善サービスの開発、対人的福祉サービス体系の創設、改善、動
員、運用、及びこれら実現のためにすすめる組織化活動の総体。

用語

た

ち
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た行 た行
説明用語

地域包括ケアシステム
介護が必要になった高齢者が、住み慣れた自宅や地域で暮らし続
けられるように、「医療・介護・介護予防・生活支援・住まい」の5つ
のサービスを、一体的に受けられる支援体制。

地域包括支援センター
介護保険法で定められた、地域住民の保健・福祉・医療の向上、
虐待防止、介護予防マネジメントなどを総合的に行う機関。

地域密着型サービス
高齢者が要介護状態となっても、できる限り住み慣れた地域で生
活ができるよう創設された介護保険制度上のサービス類型。

地球温暖化
二酸化炭素などの温室効果ガスの蓄積という人為的な要因が主
因となって、大気や海洋の温度が上昇し、気候が急速に温暖化す
ること。

地球温暖化対策計画
地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府が
地球温暖化対策法に基づいて策定した、地球温暖化に関する総
合計画。

地区計画
地区の特性に応じて良好な都市環境の形成を図るために必要事
項を定める地区レベルの都市計画。

地産地消 地元で生産されたものを地元で消費すること。

地方分権一括法
「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」
の通称。地方分権を推進するために、地方自治法など475件の法
律について必要な改正を行うことを定めた法律。2000年施行。

中小企業組織強化資金預託
市が中小企業者の共同組織である組合等に、事業上必要とする
資金を預託することで、中小企業の組織の強化と経営基盤の向上
に資する制度。

沖積地
主に河川による堆積作用によって形成される平野の一種。河川の
流速が減じて運搬された土砂が氾濫原や河口、さらに沖合にかけ
て堆積して平野となる。

超高齢社会
高齢化率が一段と高い社会。一般的に、高齢化率7％～14％を｢
高齢化社会｣、同14％～21％を｢高齢社会｣、同21％以上が｢超高
齢社会｣とされる。

重複・頻回受診者 同一疾病で複数の医療機関に受診している人。

低公害車
大気汚染物質の排出が少なく、環境への負荷が少ない自動車の
こと。天然ガス車、燃料電池車、電気自動車、ハイブリット車など
がある。

低炭素社会

地球温暖化の原因とされる二酸化炭素などの排出を、現状の産
業構造やライフスタイルを変えることで低く抑えた社会。化石燃料
使用量の削減、高効率エネルギーの開発、エネルギー消費の削
減、資源の有効利用などによって実現をめざす。

ち

て
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た行 た行
説明用語

低炭素まちづくり
都市における温室効果ガスの排出を抑制するため、都市機能の
集約化、公共交通機関の利用促進、建築物の低炭素化などに配
慮したまちづくり。

低・未利用地
市街地内に残る空き地等、その土地の立地条件に対し効果的な
利用がなされていない土地。

鉄道連続立体交差化
鉄道の一定区間を高架化又は地下化後、その一定区間内にある
複数の踏切を撤去して、交通渋滞や踏切事故の解消を図る事業。

統合保育 障害児と健常児を一緒に保育すること。

特殊詐欺

面識のない不特定多数の者に対し、電話その他の通信手段を用
いて、対面することなく被害者をだまし、不正に入手した架空又は
他人名義の預貯金口座への振り込みなどの方法により、被害者
に現金などを交付させたりする詐欺。

特定健診・特定保健指導

特定健康診査(特定健診)は、40歳以上の方を対象とした健診で、
生活習慣病の兆候を見つけ、病状が進まないうちに対策をして健
康な状態に戻していく目的で実施する健診。特定保健指導(健康
講座)は、健診結果により生活習慣病の兆候が見られた方に、医
師や保健師などの専門家が行う指導。

都市計画道路 都市計画法に基づいて計画された道路。

都市計画マスタープラン
都市の将来像や土地利用を明らかにするとともに、各地区におけ
るまちづくりの方針を定めた計画。

都市公園
都市公園法に基づき、国、都道府県、市区町村が設置管理してい
る公園。

土地区画整理事業
都市計画区域内の土地について、道路・公園・河川等の公共施設
の整備改善及び宅地の利用の増進を図るために行われる土地の
区画形質の変更及び公共施設の新設又は変更に関する事業。

と
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な行 な行
説明

名古屋大都市圏
おおむね名古屋市の都心から30㎞の範囲と、それに隣接して展
開する四日市市、大垣市、岐阜市、豊田市、岡崎市などの諸都市
からなる地域を指す。

名古屋市都心部
都心部とは、最高地価点を含む高地価地区で、名古屋市の都心
部は中村区名駅周辺や中区栄周辺を指す。

南海トラフ巨大地震
フィリピン海プレートとアムールプレートとのプレート境界の沈み込
み帯である南海トラフ沿いが震源域と考えられている巨大地震。

ニート
15歳から34歳までの、家事・通学・就業をせず、職業訓練も受けて
いない者。

認定農業者
農業者が、将来の経営の姿を「農業経営改善計画」で計画し、そ
の計画を市より認定された人を指す。「農業のスペシャリスト」とし
て、関係機関から支援を受けることができる。

ね 年長児 幼稚園・保育園で、最年長の5・6歳児。

農業法人 法人形態によって農業を営む者の総称。

ノーマライゼーション
障害のある人もない人も、互いに支え合い、地域でいきいきと明る
く豊かに暮らしていける社会をめざす考え方。

用語

な
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は行 は行
説明

８０２０ 運動 満80歳で20本以上の歯を残そうとする運動。

パブリックコメント制度
行政が政策や計画などを立案する際に、市民の方からの意見を
求める機会を設け、その内容を政策等に反映させ決定する制度。

パペットフェスタ
北名古屋市で開催される全国の人形劇団が一堂に集まり、子ども
たちに夢を与える「人形劇の祭典」。

バリアフリー

障害のある方が社会生活をしていく上での障害（バリア）を取り除
くことをいう。もともと建築用語として使われており、段差の解消な
ど、物理的な障壁の除去のことを指していたが、社会的・心理的な
障壁や、情報面・制度面などあらゆる障壁を除去するという意味に
も使われるようになっている。

ビオトープ
ドイツから日本に紹介されたもので、復元された野生生物の生息
空間という意味。都市の中に植物、小動物、昆虫、鳥、魚などが共
生できる場所を造成または復元したもの。

避難行動要支援者
災害対策基本法に規定する災害発生時の避難等に特に支援を要
する方。

樋門 用水の取水や内水の排除を目的とする施設。

ファシリティマネジメント
市が保有又は使用する全施設資産及びそれらの利用環境を経営
戦略的視点から総合的かつ統括的に企画、管理、活用する経営
活動。

ファミリー･サポート･センター
育児の援助を行いたい方(援助会員)と育児の援助を受けたい方
(依頼会員)が登録する育児支援組織。

ブランディング
ブランドとして認知されていないものをブランドに育て上げること、
又はブランド構成要素を強化し、活性・維持管理していくこと。 ま
た、その手法。

ふれあいスポーツクラブ
誰もが身近な地域で気軽にスポーツを楽しめるよう、地域の人た
ちが自主的、主体的に運営するスポーツクラブ。

防災ほっとメール
メールアドレスを登録することで、登録者に緊急情報を自動的に一
斉送信するメール。

ポケットパーク
道路整備や交差点の改良によって生まれたスペースに、ベンチを
置くなどして作った小さな公園。

ポテンシャル 本来持っているが現れていない潜在的な能力。

用語

は
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ま行 ま行
説明

ま まち・ひと・しごと創生法
2014年12月に施行された人口減少や東京圏への人口集中を食い
止め、地方を活性化するための基本理念を定めた法律。地方自
治体に「地方版総合戦略」をつくるよう求めている。

緑の基本計画

「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画」の通称。都市に
おける緑とオープンスペースの総合的な整備・保全を図るための
基本計画で、緑地に関する規則、誘導などの推進に関する取組を
まとめたもの。

見守り活動
おおむね民生委員の活動地域を単位として、声かけと安否確認を
中心に実施されている日常的な活動。

む 無形民俗文化財
衣食住、生業、信仰、年中行事などに関する風俗慣習、民俗芸
能、民俗技術など、人々が日常生活の中で生み出し継承してきた
無形の民俗文化財。

用語

み
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や行 や行
説明

有機栽培
化学肥料や農薬に頼らず、家畜小屋の糞尿・敷きわらや堆肥な
ど、動植物質の有機肥料で食糧を栽培する方法。

遊休農地
農業従事者の高齢化や後継者不足などにより、現時点では耕作
目的で利用されておらず、かつ、引き続き耕作目的で利用されな
いと見込まれる農地。

有形文化財
文化財の分類の一種。建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、
古文書、考古資料、歴史資料などが含まれる有形の文化的所産
で、国にとって歴史上、芸術上、学術上価値の高いものの総称。

遊水機能
河川沿いの田畑等において雨水又は河川の水が流入して一時的
に貯留する機能。

要援護高齢者
寝たきりや虚弱となって介護や支援を必要とし、自立した生活の
継続が困難な65歳以上の人。

要支援・要介護者

要支援者とは、身体又は精神に障害があるために、日常生活を営
むのに支障があり、支援の必要があると見込まれる方。
要介護者とは、日常生活における基本的な動作について、常時介
護を要する状態の方。

用途地域

快適な都市環境を形成する土地利用の基本的な枠組みで、住居
系、商業系、工業系など全12種類の用途地域がある。本市では、
住居系5種類、商業系1種類、工業系2種類の全8用途地域を設定
している。

用語

ゆ
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ら行 ら行
説明

ら ライフステージ
人間の一生を段階的に区分したもの。一般的に、幼年期、少年
期、青年期、壮年期、老年期に分けられる。

リニアインパクト
2027年に予定されているリニア中央新幹線の開業が、社会・経済
に及ぼす影響。

リニア中央新幹線

東京都と大阪市を結ぶ、リニアモーターカー方式による新幹線。東
海道新幹線の輸送量飽和により計画された。2027年の東京・名古
屋間の先行開業が予定され、同区間を40分強で結ぶ。東京・大阪
間は70分前後で結ばれる。

レインボーネット
北名古屋市内の医療・福祉・介護等の在宅医療に関わる事業所
等が、多職種間における連携を図る目的で構築されたネットワー
ク。

レクリエーション
仕事・勉強の疲れを、休養や楽しみで回復すること。また、そのた
めに行う休養や楽しみ。

レセプト点検

審査支払機関による査定・返戻又は診療報酬の請求もれを防止
するため、診療報酬請求・明細書を審査支払機関に提出する前
に、レセプトに記載された診療内容や事務的内容をチェックするこ
と。

ろ ６次産業化
第1次産業に従事する農家等が、生産・収穫した作物などを、生産
だけでなく加工・販売まで一貫して手がける経営手法。

用語

れ
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わ行・英字 わ行・英字
説明

ワークショップ
色々な立場の人がアイデアを出し合い、課題の設定、提案の作
成、実現のための仕組みの検討など、共同で学び合意形成をは
かるための集まり。

ワーク・ライフ・バランス
「仕事と生活の調和」と訳され、一人ひとりが自らの希望に沿う形
で「仕事」と、家庭生活、地域活動、自己啓発など「仕事以外」の
様々な活動との調和がとれた状態。

ＡＬＴ
【Assistant Language Teacher】
日本人教師を補助し、生きた英語を子どもたちに伝える、英語を母
語とする外国人教師。

DV
【Domestic Violence】
配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者に振るわれる
暴力。

ＩoT

【Internet of Things】
主にパソコンやサーバー、プリンタ等のIT関連機器が接続されて
いたインターネットにそれ以外の様々な機器や装置をつなげる技
術。

ＭＲＪ
【Mitsubishi Regional Jet】
三菱重工業及び三菱航空機が開発・製造している小型のジェット
旅客機。

ＮＰＯ
【Non Profit Organization】
非営利活動法人。ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、
営利を目的としない団体。

SNS
【Social Networking Service】
登録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サービ
ス。

用語

わ

英
字
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